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研究成果の概要（和文）：経済的見方・考え方を働かせ，心温かい経済社会の形成をめざすエージェンシーを保
障する経済教育内容開発を行った。単元レベルでの授業実践を通して，プログラムの有効性を検証した。内容開
発においては，生徒のエージェンシーを保障するための論理を明らかにし，10単元のプログラム開発をした。実
践検証では，「カフェテリアプラン」を中学校社会科で実施した。生徒自身がナッジを構成し，「善き生」(ウ
ェルビーイング)を追究するエージェンシーの保障を図ることにより，生徒は，自律と主体性の確立を果たし
た。

研究成果の概要（英文）：We developed the content of economic education that guarantees the agency to
 form a warm-hearted economic society through the use of economic viewpoints and ideas. The 
effectiveness of the program was verified through classroom practice at the unit level. In 
developing the content, we clarified the logic for guaranteeing students' agency and developed a 
10-unit program. In the practical verification, the "cafeteria plan" was implemented in junior high 
school social studies classes. By ensuring students' agency in pursuit of "good life" (wellbeing) 
through the composition of their own nudges, the students achieved autonomy and independence.

研究分野： 経済教育

キーワード： エージェンシー　経済教育　ナッジ　ケイパビリティ

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
教科レベルでのエージェンシーを保障する内容開発は，ほとんど試みられていない状況（2019年当初）であった
が，本開発により，新たにエージェンシー保障を試みる授業実践が可能となった。特に，経済教育領域における
エージェンシー保障は，はじめてのことである。さらに，開発された単元を授業検証することにより，学校教育
現場を支援するエージェンシーを保障するプログラム開発の方法および，学校現場との連携プロセスを明示する
ことができた。最後に，フィールド調査での研究協力校での検証授業・分析・検討を通して，一般化可能な実践
検証の在り方が示された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

本研究の核心をなす学術的問いは，「学校教育での経済的エージェンシー（自主的・主体的で

責任ある経済的社会形成能力）を育成するためにはどうしたらよいか」である。それは，「エー

ジェンシー」の内実を明らかにすることと同時に，従来からの経済的見方・考え方，心温かい経

済主体の育成の手段や方法などを，改めてふり返り，再考し，具体的なプログラム開発をするこ

とによって可能となる。 

学術的背景として社会科教育・経済教育では，人文・社会科学の成果に基づいた科学的・合理

的経済認識形成が目標となり，それを果たす内容・方法の探究・探求がなされてきた。今般の学

習指導要領改定においては，特に中等教育での学習指導要領に，「見方･考え方としての経済概

念」が強調された。これらは，経済的思考や推論を図る上で，重要なものであり，従来からの研

究（猪瀬, 2002，2008,栗原, 2012a,b)に加えて，その具体的育成過程をいっそう明らかにする

必要がある。一方，将来の主権者として，生徒がどのように経済政策や公共政策を決定するのか，

意思決定の仕方や選択のための経済学習が一層重要となっている。年金・医療・雇用・所得を巡

る格差や公正を巡る問題のみならず、温暖化をはじめとしたグローバルな国際問題に対応しな

くてはならないからだ。 

これに対して，二つの方策が考えられる。第一に，行動経済学などをふまえた経済的認知の

「バイアス（偏り・歪み）」をふまえた構成である。既に行動経済学では，公共政策に対して「ナ

ッジ」(セイラ─ら，2009)による解決（=人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れ

るように手助けする政策手法）が提案され，実際の政策に活かされている。しかし，この課題は

リバタリアン・パターナリズムに代表される「個の自由」を確保しつつ，パターナリズム（温情

的おせっかい）を迫るという「危うい」含意の下にあり，学習に注意が必要である(猪瀬, 2019a)。

第二の方策は，経済倫理などの価値的・規範的概念を対象化し，分析・適用できるようする構成

である(猪瀬, 2019b)。この場合は，倫理学や経済哲学の援用(Rawls, 1999, Nussbaum, 1993, 

Wight, 2015,塩野谷, 2002)が必要となる。 

以上「科学的で理性的」な経済的見方・考え方を働かせつつ，あるべき経済社会への心温かい

倫理的追究は、申請者自身も試みてきたところ(猪瀬，2019a,b)だが，本申請のテーマである「エ

ージェンシー」育成という観点からは未だ十分ではない。そこで，マクロの国家政策レベルから、

自らの住む地域や社会のレベルでの課題を発見し、その課題に対して自ら考え、主体的に行動し

て、責任をもって社会変革を実現していく力(OECD，2015，文科省，2018）を育成することが課

題となる。経済学的科学性や合理性に重きをおいたカリキュラム開発，内容開発を超えて，温か

い感性や思いやりをふまえた経済的エージェンシー（自主的・主体的で責任ある社会形成能力）

の統一ある育成が望まれるのである。 

 
２．研究の目的 

経済的見方・考え方を働かせ，心温かい経済社会の形成をめざすエージェンシー育成のための

経済教育内容開発を目的とする。エージェンシーは，自ら考え、主体的に行動して、責任をもっ

て社会変革を実現していく力(OECD，2015）を意味している。社会科・公民科の一翼を担う経済

教育の目標は市民性の育成であり，それはすなわち，「科学的で合理的な経済的見方考え方」と，

「温かい感性や思いやりに根ざした経済主体」の育成である。これまで，経済学的科学性や合理

性に重きをおいたカリキュラム開発，内容開発は試みられてきたが，温かい感性や思いやりをふ

まえた経済的エージェンシー（自主的・主体的で責任ある社会形成能力）の育成は，研究途上で

ある。そこで，(1)国内外の関連プログラムを調査・分析し、(2)エージェンシー概念，開発の基

礎となる経済的見方考え方，経済認識変容などの分析をふまえて、(3)学校教育現場を支援する



エージェンシーを育成するプログラム開発をすることによって課題に答える。 

 

３．研究の方法 

カリキュラム・プログラムの国際比較分析および、中高校生の経済概念認識・意識調査などの

分析結果から構成の特徴を導出し、新たな経済教育プログラム開発を行い、活用可能性･妥当性

を協力学校での実験授業で検証する。 

(1)行動経済学に基づくカリキュラム・プログラムの国際比較 

仮説的作業類型は、一国内でも複数類型が混在することを前提としつつ、実地調査も含めて、

各国実情を明らかにする。心温かい経済エージェンシー育成の経済プログラム開発の構成類型

を構築する。 

(2)カリキュラム・プログラムの比較分析および、小中高校生の経済と法、経済と選挙の認識・ 

意識調査などの分析結果から構成の特徴を導出し、新たな経済教育プログラム開発を行い、活用

可能性・妥当性を協力学校での実験授業で検証する。  

 

４．研究成果 

エージェンシーの基底が，アマルティア・センの指摘するケイパビリティの保障にあることか

ら，「育成」するという表記を，「保障」することとした。それは，エージェンシーが，能力的側

面と保障促進的側面があるためである。それは，経済学やゲーム理論でのエージェントが外部的

評価されるものであるのに対して，ここでは，自己の主体的な評価軸をもとに主体的に行動する

人物として捉えるためである。その「自由」を機会(能力的側面)とプロセス(発揮すべき保障の

側面)にわけている(Sen, 1999, p,19; 2000, pp.17-18)ことをふまえたものである。 

研究の発想時点から，概念のとらえ方の深化により，経済教育内容開発は，二通りの提示とな

った。（『中間報告書』(2022 年 3 月参照) 

(1)10 単元で完結する経済社会形成モデル

 
(2)多様なアプローチによる開発モデル 

第１節 経済的エージェンシーを育成する内容開発 :単元構成と内容一覧 （猪瀬武則） 

第２節 ドイツの公民的教科目における経済政策学習 （服部一秀） 

第３節 経済教育分野におけるエージェンシーモデルとしての渋沢栄一 （山根栄次） 

第４節 「渋沢栄一におけるエージェンシー（Ⅱ） （宮原悟） 

第５節 経済についての「見通し(anticipation）」に着目した授業プラン （栗原久） 

第６節 消費者教育分野におけるエージェンシーの育成 （阿部信太郎） 

第７節 中学校社会科歴史分野における経済・消費者教育の学習プログラム開発 （田村徳至） 

第８節 エージェンシーに関する「倫理」授業 （小貫篤） 



第９節 エージェンシー育成のための「ナッジ」の教材化による授業開発 （阿部哲久） 

(3)実践検証 

生徒の経済的エージェンシーを発揮させるために中学校社会科の授業構成「カフェテリアで，

選ばせる?」の実践・検証をした。ナッジによる構成から，生徒に「自由」と「主体的行動」を

評価させ，自らの価値評価軸を分析・明確化させること，より善い生(社会)の構想を築かせるこ

とにねらいがある。単元「カフェテリアプラン」を，「目標，内容，方法」の観点から説明し，

猪瀬の開発，それを改編・拡充させた二つの中学校校社会科の開発と実践(関東朋之・東根第一

中学校教頭，神保秀太郎・山形大学附属中学校教諭)考察をする。 

単元計画「カフェテリアプラン」は，橋本努の「範例としてのカフェテリア問題」(2016ab, 

2021)から，再構成した。もとより，橋本のそれは，セイラーとサンスティーン(2009)の「最良

のカフェテリア」をもとに思考実験を試みたものであり，その中心はリバタリアン・パターナリ

ズム，自由と福祉であった。開発では「カフェテリア(陳列の仕方)」の読み物教材から，生徒自

身が，「どのような選択を『させる』ように」設定するか，仕組んだ「ナッジ」を，生徒はどの

ように評価するかがねらいである。 

学習内容：「経済概念:機会費用や選択，効率」，「倫理概念:自由と自律，公正」である。具体

的素材は，「善きカフェテリア(提供する食物の配置)の構想」である。生徒の選択は，運営者か，

生徒自身となるかにより異なり，その基準は多様となる。(ワークシート 1，2，3 参照)その基

準を(1)厚生主義。(2)習慣的選択の反省。(3)自由尊重への配慮。(4)賄賂の最大化。(5)利益最

大化。(6)機能的判断。(7)慣習的判断。(8)美的判断。(9)反省意識の要請。(10)追加情報による

判断。(11)アドバイス情報の追加。(12)審美的・アスリート・モデル(橋本,2016ab, 2021)とし

て構成している。これらの価値が吟味勘案，対象化する内容となる。「猪瀬計画」(高校以上対象)

から，より具体的で実践的な中学校社会科開発が，「関東朋之指導計画」，「神保光太郎指導計画」

によってなされた。 

方法：主体化・能動化と価値の対象化を図るためにダイヤモンドランキングを活用した。これ

は，選択の視点の明確化であり，活動とその振り返り「ディブリーフィング」によって，生徒の

思考は深化する。ここでは，相反する二つの方向に，併存する価値，対立する価値が明確化され

る。具体的には，自由と自律，機能と審美，厚生と公正，効用と自制などのベクトルが輻輳する

のである。 

実践と課題 2022 年 10 月に，二つの中学校で行われた。第一に，自由と自律の相克を対象化

することが出来た。経済的エージェンシー(行為主体性としての自由)の発揮としての確認は途

上である。第二に，ナッジの意義と有効性についての理解が不十分であった。前者は，望ましい

ナッジとして設定されたはずの「アスリートモデル」は，ほぼ採用されなかった。大リーグの大

谷選手の「善き行為」ではなく，節制と禁欲に満ちた鍛錬などは，尊敬すべきものではあっても，

「自律」を基調とした「自らの生」に対応するものとはならず，むしろ逆に，その模倣は，主体

性の欠如と認識された。ナッジとしての意味と橋本の「委託によるコンサマトリーな人生(自由

や自律の欠如ではないはず)」を，どのようにエージェンシーの発揮として位置付けられるか，

課題である。後者の「ナッジのもつ誘導的側面への反発」である。「自分の過ち，バイアスを，

一時的にシステムに委託する」という「気づき」にいたるには，さらなる丁寧なプロセスが必要

である。これらは先延ばしに見られるバイアスへの「中学生の発達段階と生活経験」をふまえた

対象化やアナロジー，省察を促進する「場面の内容」の欠如に帰するものである。すなわち，「カ

フェテリア経営者=社会の設計者」の役割取得以上に，「社会の形成者」としての「より善い生，

より良い社会」の形成に至る道筋=授業過程を整備することが課題となった。 



(4)まとめ 

第一に，経済的エージェンシーの発揮を保障する経済教育の目標・内容・方法を提示したこと

である。ナッジを設定するなど，行動経済学の成果導入により，主体的・自立的・自律的な行為

主体性を発揮する内容構成を試みることが出来た。 

第二に，開発された単元の実践検証を行ったことである。しかし，学校教育が困難に直面して

いた時期であり，数多くの内容開発に対する多くの実践は，検証が途上となっている。フィール

ドテストをいっそう積み重ねることにより，さらに豊饒な内容開発，カリキュラム教材の刊行を

することを課題としたい。 
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